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多国籍企業の環境認識と環境適応
一一理論的モデル一一
角 田 隆太郎
序
組織が環境を認識し環境に適応するという視点から，多国籍企業の行動
を分析するモデ、ルをつくることが本稿の目的である。本稿では，多国籍企
業の組織が環境認識し，組織成員はその認識を共有し，組織の構造とフ。ロ
セスをっくり上げ，組織が環境に適応してL、く過程を記述し，その将来の
行動を予測できるモデルをつくる。組織の所与の構造の変化ではなく，組
織化(organizing)の過程の変化を，経営者個人ではなく組織の認識の側面
に焦点を当て，実際に多国籍企業の組織に起こった変化を模写し記述する
帰納的な分析ではなく，変化のダイナミズム， rなぜ変化するのかjの解
明にまで遡った演縛的な分析を行うことが本稿の目的である。
次節では，多国籍企業の組織についてのこれまでの主要な理論について
概観し，その限界を指摘する。つぎに本稿の分析に援用する組織の環境認
(1)経営者の環境認識と変化への対応については，ダンカン (1972)，アンダーソ
ン&ベイン (1975)，プラハラート&ベティス (1986)，ダフト，ソルムネン&
ノfー クス (1988)等数多くの研究がある。多国籍企業のトップマネジメントの
環境認識については，キーガン (974)を参照。
(2 ) 本稿では，実際の企業の事例を用いてモデ‘ルの妥当性を検証することは行わな
L 、。ただしモデ、ルの作成に当たっては，著者がこれまでに行ってきた外資系多国
籍企業のマネジャーとの面接調査，社史等の資料による調査研究の結果を踏まえ
ている。本稿で提示したモデルの検証については今後の課題としたい。
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識と環境適応の理論について，その概念と前提を説明し，第4節で多国籍
企業の組織の環境認識と環境適応のモデルを提示する。最後に，そのモデ
ルから導かれるいくつかの仮説を示しまとめとする。
2 多国籍企業の組織化の理論とその問題点
全世界に展開された多国籍企業の活動の組織化の方法については，これ
までにいくつかの理論が提出されている。それらの理論の主な関心の焦点
は，つぎの2つである。
(1) 多国籍企業は，全世界の市場で活動を展開するだけでなく，事業を多
角化し数多くの製品の研究開発，製造販売を世界の各地で行っている。
全世界に展開された市場の地理的な多様性と，多角化し多様な製品の多
様な開発，製造，マーケティング活動をどのように統合するか¥，、し、か
えれば，企業内の水平的な分業の管理が第ーの問題である。
(2) 全世界に設立された子会社あるいは現地ノξートナーとのジョイント・
ベンチャーをどのようにコントロールし，システム全体を統合し管理し
ていくか。いいかえれば，企業内の垂直的な分業の管理が第二の問題で
ある。
最初の問題は，環境の多様性の増加に対するシステムの適応の問題であ
る。アシュピー (1956)は， I多様性のみが多様性を打ち破ることができ
る」とL、う命題を提出した。この命題は，複雑な環境のなかで生き抜いて
L 、くためには，システムそのものが少なくとも環境と同じくらいの多様性
をもたなくてはならない，ということを意味している。
経営史学者のチャンドラー (962)は，アメリカの大企業が事業の多角
化戦略をとった結果生じた多様性の増加と，それによるマネジメントの混
乱に対応するために，事業部制組織に移行しシステムの多様性を増加させ，
その統合のためにより強力な組織化の方法を開発する過程を記述した。「組
織(構造)は戦略にしたがう (Structurefollows strategy)JとL、う命題を，
彼は提出した。
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チャンドラーの命題を多国籍企業の文脈の下で検証しようとしたのが，
ストップフォード&ウェルズ(1972)である。アメリカ企業の多国籍化に
ともなう組織構造の変化を彼らは図式化した。
多国籍化の戦略には多角化と地域拡大という 2つの軸があり，組織構造
の変化をドライブする。海外投資の初期には小規模な分権的子会社が設立
され，海外活動の重要性が増すとともに国際事業部が設立され海外活動を
統括する。海外活動が一層拡大するにつれて，多角化戦略を主要な駆動力
とする企業は製品別事業部制 地域拡大戦略を主要な駆動力とする企業は
地域別事業部制を経て，やがて両企業ともグリッド(マトリックス)構造
へと移行し，全社的な多国籍構造へ移行する。
エゲ、ルホフ(1988)は，実際にグリッド構造を採用した多国籍企業は非
常に少数で，しかも組織運営に失敗し元の製品別あるいは地域別事業部制
に戻った企業も多いことを報告している。グリッド構造への移行に伴って，
組織過程が格段に複雑になり，組織の運営が困難になるのである。
ストップフォード&ウェルズは，多国籍化に伴う組織構造の変化のモデ
ルを提示したが，組織過程の複雑化とその統合メカニズムの変化について
の妥当な仮説を提出することはできなかった。企業の多国籍化による多様
性の増加とそれに対する組織適応の変化を分析するためには，組織の構造
と過程の変化と，それを統合するメカニズムの変化のモデ、ルが必要となる。
多国籍企業の組織化の第二の問題である，親会社 子会社の関係につい
ては，多国籍企業は本質的に矛盾した組織的な要請のジレンマに直面して
いる。多国籍企業は，現地政府の法的規制，市場への参入障壁，流通シス
テムの特殊性等から，現地の環境への適応を迫られると同時に，他方で，
製品あるいはマーケティングにおけるイノベーションを全世界に普及さ
せ，規模の拡大による規模の経済と多様性の増加による範囲の経済によっ
(:l) 数量の大小ではなく，多様性 (variety)の大小によって機能する効率を範囲の
経済 (theeconomies of scope)と呼ぶ。コンピューター制御の工作機械 (CNC)の
ように，同じ機械でいくつかの種類の異なった製品を生産する場合に，バラバラ
に生産したよりも一緒にした方がコストが節約できるような場合に，範囲の経済
は存在する。ゴールドハー&ジェリネック (1983)を参照。
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て，企業活動における効率を追求する役割を持っている。
前者の組織的要請からは，子会社に自律性を与え，各国ごとに異なった
アプローチを用いることが要求され，後者からは，全世界で統ーしたアプ
ローチを用い，製品，製造方法，マーケティング等における標準化のメリ
ットを追求することが必要とされ，子会社のコントロールは強化され，そ
の自律性は弱められる。この2つの矛盾し対立した組織的要請をどのよう
な有効性の尺度を用いて，どのように調和させるかが問題となる。
多国籍企業の親会社と子会社の関係のデザ、インについては，数多くの実
践的な提言が行われている。しかしその関係と変化のダイナミクスを分析
するための理論的なフレームワークはほとんど存在しなし、。フ。ラハラート
&ドズ(1987)のモデ、ルはその数少ない一つである。
彼らのモデ、ルで、は，親会社が子会社をコントロールする手段は，時間の
経過につれて変化する。多国籍企業の本社ヘッドクウォーター (HQ)は，
技術，重要なマネジメントスキル，資本等の子会社の戦略に重要な影響を
及ぼす資源を通じて，子会社を物質的にコントロールしている。しかし事
業が成熟化しそれらの資源の稀少性が薄れていくとともに，資源によるコ
ントロールは消失し，必要なコントロールの量との聞にコントロー/レギャ
ップが発生する。その解消のために， HQは資源のコントロールから管理
コンテクストを使用したコントロールへと移行する。管理コンテクストと
は，エグゼクティブの報酬，予算システム，昇進ノfターン等の影響メカニ
ズムの，経営行動への正味の影響を意味する。
プラハラート&ドズモデ、/レは，多国籍企業の親会社と子会社の関係のダ
イナミクスを分析するための魅力的なフレームワークである。しかし，関
(4 ) パートレツト&ゴーシャル(1987a )は，フォーマルな手段によるコントロー
ルではなく，組織のプロセス的な側面に働きかけることによって子会社を有効に
機能させること，パートレット&ゴーシヤル (1987b)は，子会社の役割を差別
化し異なった使命を与えること，ライルズ(1988)は，ジョイント・ベンチャー
が組織の学習に重要な役割を果たすこと，クライガー(1987)は，子会社の取締
役会の役割の強化が，多国籍企業のシステム全体の有効性を高めることを提言し
ている。
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係の性質の変化の理由が，資源の陳腐化だけに帰せられ，環境の変化とそ
れに対する適応という視点は欠如している。多国籍企業の組織のダイナミ
クスを分析するためには，製品/市場の多様性の増加に対して，組織がそ
の構造と過程を変化させ適応するプロセスを含めて，多国籍企業に対する
2つの組織的要請を一つのフレームワークで同時に取り扱うことが必要で
ある。
組織のデザ、インの問題は，単に製品/市場のフォースの結果であると主
張する人々もいる。ポーター(1986)によれば，事業は付加価値を生み出
す活動(職能)に分解でき，その価値活動の繋がりを価値連鎖と呼ぶ。産
業の違いと企業の戦略によって多国籍化へのアプローチの仕方(グローパ
ル対マルチ・ドメスティック)が決まり，それによって組織化の方法(価
値活動の分担)も決まる。ある産業(環境)内には，複数の異なった戦略
をとるグループ(戦略グループ)が存在し，そのそれぞれに高い成果を上
げる可能性が存在する。
ポーターのモデ、ルには，企業がなぜ、その戦略をとるのか，あるいはとら
ざるをえないのか，企業の内で戦略の生まれてくる過程が明らかにできな
いとL、う問題がある。企業(組織)が違えば認識される環境は異なり，客
観的に同一の環境でも企業がそれを同じ環境と認識するとは限らなL、。客
観的に同ーの環境でも，企業は異なった環境適応のパターンをとり，その
有効性の如何によって成果に違いが生まれてくるのである。
まとめれば，多国籍企業の組織化の理論には，以下のような条件が必要
である。
(1) 組織の構造とそれを支える組織過程を切り離すことはできなし、。組織
の構造変化だけを取り上げた組織変化の理論は，現実の組織にはうまく
当てはまらないであろう。組織の構造と過程の変化を有機的に関連させ
た理論を構築する必要がある。
(2) 多国籍企業の環境適応パターンは，時間の経過につれて変化する。環
境適応ノξターンの変化のダイナミクスを理解するためには，その基本的
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なフオースとその相互作用を分析しなければならない。
(3 ) 製品/市場の多様性の増加に対応した組織の変化と，親会社と子会社
の関係(子会社の自律性)の変化を，一つのフレームワークで同時に説
明できることが必要である。
これらの条件を満たすような理論的フレームワークを構築することが本
稿の目的である。本稿では，組織の環境認識と環境適応の理論を援用する
ことによってそれを進めたいと思う。次節では，その準備として組織の環
境認識と適応の理論のスケッチを行う。
3 組織の環境認識と適応の理論
3.1. 組織のコンティンジェンシ一理論
組織のコンティンジェンシー理論では，好ましい結果を得るための組織
づくりには，唯一最善の方法はありえないとしづ主張が展開されている。
より正確にいうならば，組織有効性の鍵は，組織目的を達成するうえで遂
行しなければならない仕事遂行上の要請事項と，内部的な組織の特性との
適合にあると考えるO
組織のコンティンジェンシ一理論では，環境を情報的な側面から捉え
る。コンティンジェンシー理論では，組織を，環境との間にインプット，
アウトプットの交換関係を持つオープン・システムとしてとらえる。組織
は，物質，エネルギー，情報などの外界からのインプットを，一定の技術
をもとに，有用な財あるいはサービスなどのアウトプットに変換する。こ
の変換過程を有効かつ効果的に遂行するために，組織は，環境から，課せ
られるさまざまな要請に適合した組織構造，組織過程を生みださなければ
ならない。この環境からの要請のなかで， もっとも重要視されるのが情報
処理の負荷である。
組織の情報処理モデルは，組織や個人の認識過程を意思決定という中心
概念によってとらえる。組織は複数の意思決定者とそれを連結する影響の
(5) ローシュ&モース (1974) を参照。
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ネットワーク，すなわち情報処理プロセスとしてとらえることができる。
もちろん組織のなかには，情報処理のプロセスだけではなく，物質とエネ
ルギーの変換フ。ロセスも存在する。しかしこれらは情報処理のプロセスに
よって制御されるものであり，組織行動の理解にとっては，情報処理プロ
セスに焦点を合わせることが必要であり，またそれで十分だというのがコ
ンテインジェンシ一理論の情報処理モデ、ルの基本的な前提で、ある。
ローレンス&ローシュ(1967)は，組織をいくつかの機能別単位に部門
化することによって，その組織内に分化の状態が生まれることを発見した。
組織環境は，一人にせよあるいは集団にせよ，管理者が処理しうるよりも
はるかに広範かつ多様な情報やデータを含むために，組織は内部的にいく
つかの機能別単位に部門化されるのが普通であり，それぞれの部門は全て
の環境のうちの特定のセクターに関係する専門化された仕事を持つ。
さらに，複雑なシステム内では，サブシステムからのインプットは，人
聞がこうした多様な情報源に対して調和のとれた形で行動できるように，
統合されなければならない。高業績を上げるために組織が分化と統合を同
時に達成しようとする過程が，組織の環境適応の過程である。
3.2. 組織の環境適応のモデル
スノー(1976)によれば，組織の適応とは，成果の維持あるいは改善の
ために，組織の構造あるいはプロセスを修正する過程，あるいは環境その
ものを変える試みである。組織のコンティンジェンシ一理論では，環境の
次元が不確実性と関連させられ，意思決定者によって認識された不確実性
が，組織に影響を与えるとされる。
夕、、ンカン(1972)によれば，環境は2つの次元(単純一複雑，スタティ
ックーダイナミック)で識別される。単純でスタティックな環境では，認
識される不確実性がもっとも低く，複雑でダイナミックな環境がもっとも
高い。スタティックーダイナミックの次元の方が，不確実性に重要な影響
をもち，単純でダイナミックな環境左複雑でスタティックな環境とを比較
すれば，認識される不確実性は前者の方が高L、。
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不確実性の低い状況では，情報の収集・処理についての問題はなく意思
決定を常軌化できるので，機械的な組織が維持され，不確実性が高くなる
につれて，より柔軟で適応的な組織が必要となる。
スノー(1976)によれば，コンティンジェンシ一理論の環境認識と適応
についての理解には，つぎのような問題点がある。
(1) 環境と組織の両方についての経営者の認識が適応の過程では重要であ
る。組織と環境との関係を有効に保とうとするとき，経営者は環境と組
織の両方の行動についての強い認識と信念を開発する。そのどちらも完
全に予測可能なものではないから，環境の機会への組織の対応の形と速
度は，外部の不確実性だけでなく組織内のプロセスに関する不確実性に
よっても条件付けられる。
(2 ) 経営者の認識は，組織が環境に対応する戦略と密接に相互作用する。
(3 ) 認識は適応のコースを通じて変動する。不確実性と複雑性の程度と環
境のダイナミクスは，組織内でのコンスタントな性質ではなく，組織成
員の認識と，暖昧さと不確実性に対する許容度によって違ってくる。
(4 ) 同じ環境の下でも，組織内の場所によってマネジャーの認識は大きく
変わる。しかし組織がその選択した戦略を追求するために適切に設計さ
れたならば，各組織は有効になりうる。環境の性質に関する経営者の見
方よりも，経営者が環境情報を説明する方法の方が，適応過程の説明に
おし、ては重要である。
このような問題点を考慮した上で，マイルズ&スノー(1987)は，つぎ
のような環境適応(サイクノレ)モデ、ルを提示した。
(1) 環境に適応し，また自らに適した環境を選択し;創り上げるために，組
織は戦略を策定する。
(2 ) その戦略を効果的に実行するには，その戦略に適合した組織構造が必
要である。
(3) 組織が効率的な活動を行うためには，戦略と構造とに適合した管理フ。
ロセスが必要である。
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(4 ) 組織が現在持っている構造とプロセスが，次に策定されるべき戦略の
条件となる。
(5) 組織が効果的，効率的に活動するために，戦略，構造，プロセスを相
互に適合させることが，組織の実力者グループにとっての課題となる。
ここで実力者グループ (dominantcoalition)とは，組織にとっての大き
な問題の認識とその解決のための意思決定を実質的に行っている人々の
集団である。
(6) 組織がとることのできるこの適合の形は， I防衛型j，I探索型j，I分
析型j，I受身型jの4類型である。これらの組織適応の4つのタイプは，
それぞれ環境に対応するための独自の戦略を持っており，技術，構造，
プロセスでその戦略と整合する特定の体制をそれぞれそなえている。各
タイプは，それぞれ以下のような特徴を持っている。
(a) 防衛型:トップは限られた事業分野で、は高い専門性を持っている
が，新しい機会を求めて領域の外側を探索しようとはしなL、。彼らの
主要な関心は，既存の業務の効率を向上させることにある。
(b) 探索型:絶えず市場機会を探索してやまない組織。新しい環境にい
つでも対応できる体制を整えている。
(c) 分析型:探索型と防衛型の独特の組み合わせ。一方でリスクを最小
にし，かつ他方で利益に対する機会を最大にしている。その事業の領
域の安定的部分をしっかり守りながら，探索型によって開発された製
品と市場のうち最良のものを模倣している。
(d) 受身型:トッフ。が組織環境て、発生している変化や不確実性に気付く
ことはあっても，それに効果的に対応することができない組織。
マイルズ&スノーは，組織の環境適応の過程に占める経営者(実力者グ
ループ)の環境認識の重要性を強調している。経営者が認識した事柄に対
して，組織は主として対応する。彼らの適応についての決定は，その組織
の過去および現在の戦略，構造，成果によって制約されている。現在の制
約は，戦略の主要な変更によって緩和されたり，解消されたりするが，ど
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んな新しい方向を選んでも，それにはそれの制約がついている。
マイルズ&スノーのモデノレで、は，経営者(実力者グループ)だけが適応
についての決定を行うとされるが，ミンツパーグ(1987)によれば，戦略
は実行段階でどんどん変化していくダイナミックな側面をもっている。マ
イ/レズ&スノーは経営者の認識が組織の認識であると考えたが，実行段階
で戦略が変化する場合には，経営者の認識と組織の認識が一致しない場合
も出現する。経営者は組織の認識に重要な影響を及ぼすが，組織には組織
の認識論が必要である。
3.3. 組織認識論の枠組
組織認識論とは，知識の獲得と利用に関する組織と環境の相互作用を記
述するモデルであり，組織体のなかにいる人々が，外界をいかにして認識
するか，人々が外界についての知識をし、かにして獲得し利用するか，とい
う問題を考えることによって，組織現象ことに組織の変動のメカニズムを
理解するための新しい動学的な視点を提供しようとするものである。(加
護野， 1988) 
組織のコンテインジェンシ一理論では，客観的に存在する環境の変化に
対応して組織の内部の変化が起こるという視点をとったが，組織認識論で
は客観的な環境が厳然として存在するという視点をとらなし、。環境は組織
内の人々によって構成されるものであり，環境の見方が異なれば人それぞ
れにその環境も異なる(加護野， 1988)。環境の見方が違えば，組織変化
の必要性の認識や組織変動の方向も異なる。
コンティンジェンシ一理論では，組織を情報処理のシステムと考えた。
情報処理モデルでは，情報を個人の意思決定過程に対するインプットと考
え，それがほぼ白動的に意思決定過程を起動させると考えていた。人々は
情報に反応すると考えていた。組織認識論では，人々が情報から意味を引
き出すプロセスこそ，情報処理の中枢をなす部分であると考える。人々は
情報に対して反応するのではなく，情報から引き出される意味にもとづい
て行為し，自らの行為自体にある意味を付与する。意味とは人々が主観的
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に想起する状態や事象である。ある情報は複数の意味をもちうる。人々が
情報を取り入れそれをもとにある一定の事象や状態を想起するプロセス
を，意味決定の過程と呼ぶ。意味決定過程とは，ある情報がどのような事
象，状態をさすかを確定する過程である。
組織認識論では，経営の実践は，学者の理論とは異なるある理論によっ
て導かれていると考える。経営の実践を支えている知識の体系を「日常の
理論Jと呼ぶ。実務家の決定は， I日常の理論」に従って行われている(加
護野， 1988)。人間は外界を理解するための枠組をもっており，その枠組
をスキーマとL、う。意味決定は，受け取られた情報と記憶された素材情報
と連結情報をもとに行われる。スキーマは連結情報である。スキーマは緩
やかに体制化されており，その集合体が「日常の理論」である。「日常の
理論」は，人々が情報を取り入れ，その意味を解釈し，それを行為を通じ
て表現するプロセスで重要な役割を演じている。
組織における「日常の理論」は，組織構成員の聞で何らかのかたちで、共
有され，組織内部の構成員の行為にある一定の秩序をもたらし(共有性)， 
さらに変化し発展する(発展性)という 2つの性質を持っている。日常の
理論の共有性と発展性とをともにとらえる概念が組織ノfラダイムである。
組織パラダイムとは， I組織構成員によって共有されたイメージとしての
世界観であり，構成員が日常の理論を用いたり，それを発展させたりする
ときの手掛りとなる基本的なメタファーの集合体」である。(加護野， 1988)。
「日常の理論」は，その発展に独自のダイナミクスをもっ。「日常の理
論」の発展は，組織学習のパターンの変化によって説明することができる。
「日常の理論Jは組織の学習を通じて発展するが，それは連続的に漸進的
に起こるとはかぎらない。むしろ，連続的で漸進的な学習はより高度な学
習を阻害する。
アージリス&ショーン(1978)によれば， 2種類の組織学習のパターン
が存在する。一つはシングル・ルーフ。学習と呼ばれるものであり， I組織
の実際の行為の理論の中心的な部分を維持したまま対応できるような間違
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いを発見することによって，組織内外の変化に対応する」学習である。他
方はダブル・ループ学習であり， I対立した組織規範に対して，規範の優
先順位と比重を比較考慮し，関連する戦略と前提とともに規範そのものを
再構成するような探索」である。
アージリスは，デ、ユーテロ学習(第二次的学習)とL、う概念をさらに導
入する。「組織が第二次的学習を行っているとき，組織の成員はそれ以前
の学習の文脈をも学習する。彼らは以前の学習の文脈を反省し，探究する。
組織学習の成功と失敗のエピソードを反省し，探究する。彼らは，学習を
促進あるいは阻害する原因を見つけ，学習のための新しい戦略を発明し，
その戦略を具体化し，それを評価し一般化するJ。第二次的学習とは，学
習についての学習である。
個人も組織も外界の変化に対して，できるかぎりシングル・ループ学習
で対応しようとする。シングル・ループ学習を促進する組織過程を0-1
と呼ぶ。それは組織における学習能力を制約する。組織の学習能力を高め
るためには，組織内外の対立した要求を個人間の葛藤として顕在化させ，
それを弁証法的に解決するような組織過程(0-II) を生み出す必要があ
る。そのような組織は第二次的な学習の能力をも備えている。
環境認識は，経営戦略を介して，組織の環境適応に影響を及ぼす。経営
戦略とは， I環境適応のパターン(企業と環境との関わり方)を将来志向
的に示すものであり，企業内の人々の意思決定の指針となるものjである
(石井他， 1985)0 I将来志向的な構想としての戦略は，組織内部の人々の
観念として存在するものである。それは，将来の企業のあり方についての
目標と仮説を含んでいる。その目標や仮説は，組織あるいは外界について
の経営者の理論，つまり日常の理論をもとにして創り出されたものであ
る。J(加護野， 1988)環境適応のパターンを将来志向的に示すものとして
の戦略は，日常の理論の産物である。
組織認識論では，パラダイムの概念が日常の理論の発展を説明する。組
織の変化，発展(環境適応の過程)は日常の理論の変化発展の産物である
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から，それはパラダイムの変化の過程としても説明できる。
環境の変化に対応して変わるべきはずの組織行動が変らずに，古い行動
パターンを継続し，環境に適応しない(非適応)とし、う現象を，組織の慣
性力と呼ぶ。組織認識論では，次のような原因によって生み出される組織
慣性力が存在し，それが重要な役割を果たすと考える。
① 環境の変化を示す情報が取り入れられているにも関わらず，それが無
視されたり，それが都合のよいように楽観的に解釈されてしまう。ある
いは，環境の変化の意味が理解できなし、。
① 問題点の発掘あるいは危機への対応が積極的に検討されるが，それが
有効性を喪失した既存のパラダイムをもとに行われるために効果を発揮
しない，あるいはかえって問題が増幅されてしまう。
組織認識論では，日常の理論の発展がパラダイムによって制約されてい
ることからくる認識にかかわる現象として，組織の慣性力を説明する。組
織認識論によれば，①過去の成功が大きければ大きいほど，①成功期聞が
長ければ長いほど，①企業が同質であればあるほど，①企業の政治的権力
が分散していればいるほど，企業パラダイムの革新は難しい，とL、う仮説
が導かれる。(加護野， 1988) 
4 多国籍企業の環境認識と環境適応のモデル
4.1. 多国籍企業の環境認識
ここでの多国籍企業とは，製品の輸出だけでなく¥，、くつかの国で事業
活動を展開している企業の本社と子会社， (資本関係の有無とは関係なく)
何らかの影響力を持つジョイント・ベンチャーを含めた企業システムの全
体を意味する。
また，環境認識とは，多国籍企業組織の内部及び外部環境に関する知識
の獲得と利用の方法あるいは過程であり，環境適応とは，認識された組織
の内部及び外部環境に対して，多国籍企業組織が組織の構造及び、フ。ロセス
を変化させること，及びその環境認識を再構成することである。
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多国籍企業の組織は，その成員に共通の思考前提となるさまざまな基本
的なメタファー(陰喰)を共有している。多国籍企業のメタファーとは，
例えば， I多国籍企業とは，全世界に張り巡らした蜘妹の巣の上の蜘妹の
ようなものである。」といったような企業についての理解である。このよ
うなメタファーの集合体が，多国籍企業の企業パラダイムである。
多国籍企業の経営の実践は， I日常の理論」と呼ばれる知識の体系によ
って支えられている。日常の理論はパラダイムによって正当化され，パラ
ダイムにしたがって発展する。日常の理論はスキーマの集合体である。多
国籍企業の組織は，環境から情報を取り入れ，スキーマによって，その情
報と組織内に記憶されている情報を連結し，その意味を決定する。組織内
図-1 シングル・ループの環境認識サイクル
行為
意味
環境への働きかけ
と
環境からの応答
加護野(1988;169)より転載。
意味の解釈
情報
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の人々は情報に対してでなく，意味に対して反応する。
あるパラダイムの下で，多国籍企業の環境認識は，図-1のようなサイ
クルによって行われる。ある行為によって多国籍企業は環境に働きかけ，
環境からの応答としての何らかの情報を獲得する。その情報はパラダイム
によって正当化された日常の理論によってその意味が決定され，その表現
としての行為が行われる。
あるパラダイムの下で，日常の理論は連続的漸進的に発展してL、く。こ
のような，行為→情報→意味のサイクルからなる環境認識のパターンを，
ここではシングル・ルーフ。の環境認識サイクルと呼ぶ。
この行為→情報→意味のサイクルを流動ばし既存のパラダイムの拘束
から解き放つことによって，環境認識サイクルの新たなサイクルへの飛躍
図 2 ダブル ルー フ。の環境認識サイクル
(6) 行為→情報→意味のサイクルを流動化するためのさまざまな組織的な手段につ
いては，加護野 0988; 186)を参照。
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が起こる。このような環境認識サイクルの不連続的な飛躍を伴うような環
境認識のパターンを，ここで、はダブ、ル・ループの環境認識サイク/レと呼ぶ。
その概念図式は，図-2で示される。
シングル・ループの環境認識サイクルからダブル・ループの環境認識サ
イクルへは，連続的には移行できなし、。シングル・ループの環境認識サイ
ク/レからダ、ブ、ル・ループの環境認識サイクルに飛躍するためには，環境認
識(知識の獲得と利用)の方法(パターン)についての学習(第二次的学
習)が必要であり，そのとき多国籍企業の企業パラダイムは変化し，発展
する。
4.2. 多国籍企業の環境適応パターンの類型化
多国籍企業の行動についての議論では，現地適応というコンセプトがし
ばしば用いられる。本稿では環境適応を現地適応とは区別する。環境適応
とは，多国籍企業が認識し構成した現地の環境に適合した活動の方法ある
いは学習の方法を採用することを意味し，現地適応とは，現地企業と一致
した活動の方法を採用することをここでは意味する。
多国籍企業の環境適応ノξターンは，多様性への対応と環境認識サイクル
の2つの次元によって類型化することができる。多様性への対応は，現地
政府の規制，消費者の噌好等の紐織の外へ向けての水平的な調整に関する
次元であり，マルチ・ドメスティックとグローパルをその両極端とする連
続的な次元である。この次元上では，一方から他方への漸進的な移行が可
能であり，両者の中間的な状態も存在する。
マルチ・ドメスティックとは，各国ごとに個別に対応するとL、う態度で
あり，グローパルとは，全世界的に方法を統一し標準化を企図する態度で
ある。例えば，各国ごとのレギュレーションの違いに対応するために各国
ごとに医薬品の安全性試験を行い，各国ごとに異なったマーケティングの
方法を採用し，マルチ・ドメスティックなアプローチをとっていた多国籍
製薬企業は，医薬品の安全性に対する消費者運動の高まりに対応するため
に製品の販売の方法についての統ーしたコンセプトが必要となり，グロー
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パルなアプローチに移行するかもしれない。
環境認識サイクルの次元は，親会社と子会社，現地企業とのジョイント
.ベンチャーとの関係等の多国籍企業組織システム内での垂直的な調整の
方法の違いであり，組織の内部環境と外部環境についての認識の違いを意
味する。この次元は，シングル・ループの環境認識サイクルとダFブ、ルルー
プの環境認識サイクルに区分することができる。環境認識サイクルの次元
は不連続であり，多様性への対応の次元とは違って，一方から他方への漸
進的な移行はできない。
シングル・ループの環境認識サイクルにおいては，子会社の属している
地域とその近傍のローカルな知識の獲得と利用は，子会社にも許されるが，
パラダイムの創造と発展に関わるような知識の獲得と利用は，親会社ヘッ
ドクウォーター (HQ)だけで行われる。ダブル・ルーフ。の環境認識サイク
ルでは，親会社で、だけパラダイムの創造と発展が行なわれるのではなく，
子会社の獲得し利用する知識が，企業全体のパラダイムの創造と発展にイ
ンパクトを与え，子会社もパラダイムの創造と発展に関与するような環境
認識が行われる。ダブル・ループの環境認識サイクルでは，多国籍企業の
システム全体における知識の獲得と利用がネットワーク的となる。
シングル・ルーフ。の環境認識サイクルからダブル・ループの環境認識サ
イクルに移行するためには，第二次的な学習によって移行の方法を学習し
なければならない。第二次的な学習の過程では，組織成員は，これまで行
われていた「知識の獲得と利用の方法」を学習し，成功と失敗の原因を反
省し，飛躍を促進あるいは阻害する原因を見つけ，新たなサイクルへの移
行のための戦略を開発し，その戦略を具体化してし、く。シングル・ループ
の環境認識サイクルの効率的循環がダブル・ループの環境認識サイクルへ
の飛躍を阻害する場合のあることも注意されなければならない。
多様性への対応と環境認識のパターンという 2つの次元によって，多国
籍企業の環境適応パターンは，図-3のように類型化することができる。
多様性への対応を示す横軸は連続的な次元であるが，これを軸の両端のマ
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図-3 多国籍企業の環境適応パターンの分析枠組
シングル
ルー プ I 
環境認識
サイクル
ダブル
ルー プ I W 
7ルチ・ドメスティック グロー パル
多様性への対応
ルチ・ドメスティックとグローパルの名前を付けて二分すれば 4つの環
境適応パターンの類型を区別することができる。
パターン Iは，各国ごとに個別の対応を行い，環境認識サイクルはシン
グル・ループで，パラダイムの創造と発展に関わる知識の獲得と利用は本
社 HQでのみ行われる。パターン Iにおける知識の獲得と利用のパター
ンは，図-4のIのように図式化できる。
パターンEでは，環境認識サイクルはシングル・ループのままであり，
子会社は親会社のルーチンにしたがって知識の獲得と利用を行ない，親会
社は全世界の子会社の活動の統一化と標準化を行おうとする。子会社はパ
ラダイムの創造と発展には関与しない。多国籍企業のシステム全体での知
識の獲得と利用のパターンは図-4のEのようになる。
環境認識サイクルがダ、ブ'}レ・ループになると，子会社で獲得し利用され
る知識も，企業全体のパラダイムの創造と発展に利用されるようになる。
本社 HQは，子会社の活動方法あるいは知識の獲得と利用の方法をも学
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習し，既存のパラダイムを否定し本社の活動方法あるいは知識の獲得と利
用の方法を変化させたり， それを他の子会社に移転したりする。 しかしそ
のなかで，多様性への対応がマルチ・ドメスティックであるパターン買で
は， そのような関係が親会社と子会社の聞にとどまるが， グローパルとな
るパターンNでは，子会社と子会社の聞にも知識の獲得と利用が双方向で
行なわれるようになり， 多国籍企業システム全体での知識の獲得と利用の
ノξター ンは， 図 4のNのようにネットワーク状になる。
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4.3. 多国籍企業の環境適応戦略
ある環境適応パターンから別の環境適応パターンへの移行を将来志向で
示すものが戦略である。多国籍企業の環境適応のための戦略をここでは環
境適応戦略と呼ぶ。戦略は日常の理論の産物であり，企業パラダイムによ
って正当化され，パラダイムにしたがって発展する。環境適応パターンの
変化は，環境認識と戦略変化という 2つの側面から，パラダイムの二重の
拘束を受ける。
多国籍企業は環境を認識し，その認識した環境に対応するための独自の
環境適応戦略を開発し，技術，構造，プロセスでその戦略と整合する特定
の体制を整えようとする。その過程は日常の理論によって行われ，その発
展の過程はパラダイムによって説明することができる。
事業ごと，価値活動ごとに，多国籍企業の環境適応のパターンは異な
るが，価値活動ごとにパラダイムが存在するわけではない。いくつかのパ
ラダイムが価値活動ごとに存在し，それが変化していくのではなく，価値
活動ごとの適応パターン(行動)が変化し，それが引き金となって企業全
体のパラダイムが変化してL、く。価値活動ごとの環境適応ノfターンの変化
は，図-3のマトリックス上に図示することができる。そしてその全体と
しての環境適応のパターンの変化は，パラダイムの創造と発展の過程とし
て説明することができる。
同じ環境の下でも，パラダイムが違えば異なった環境適応戦略が開発さ
れることもある。マイルズ&スノー(1978)の環境適応の4類型は，企業
パラダイムの違いとして説明することができる。例えば，防衛型は， I収
益こそが企業の有効性を測る物差しである」というパラダイムを持ち，そ
のパラダイムにしたがった環境適応戦略を開発し，組織構造とプロセスを
発展させ，事業分野を限定し既存の業務の効率を向上させることによって
高い成果を上げようとしている。それに対して，探索型は， I成長こそが
(7) 角田(1988)では，知識の獲得(組織学習)とLづ側面から，多国籍企業の価
値活動ごとの環境適応パターンの違いを分析した。
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企業活力の源泉であるJとL、うパラダイムから，絶えず新しい市場機会を
探索し既存の事業における効率を犠牲にする，と説明することができる。
強固なパラダイムに拘束された防衛型は，環境が変化しそのパラダイムの
有効性が失われたとき，受身型となる。
4.4. 組織の慣性カ
パラダイムは発展性を持っと同時に，変化に抵抗する頑強さを持ってい
る。多国籍企業の成長発展の過程で，企業パラダイムの創造に深く関与し
たトップマネジメントは，そのパラダイムを変化させるような行動に強く
抵抗する可能性がある。アメリカの多国籍企業の行動特性には，これまで
の理論では説明できないで，理論からのズレと考えられてきた点がし、くつ
かあった。パラダイムの持つ固有の性質によって，これらの多くは説明が
可能となる。
5 ま と め
これまでの多国籍企業の研究では，多様性への対応と親会社一子会社の
関係という 2つの大きな問題がその関心の焦点となってきた。これらの問
題は，時間の経過につれて変化するというダイナミックな側面をも持って
いる。本稿では，組織の環境認識と環境適応の理論を援用することによっ
て，これらの問題を矛盾なく説明できるフレームワークを提示した。この
モデルから，次のようないくつかの仮説を導くことができる。
(1) 多国籍企業の環境は，組織内の人々によって構成される。環境の見方
が変わることによってその環境も異なる。行動に影響を及ぼす環境条件
を人々が作り出すのは，その行動によってである。
(2) 人々は環境からの情報に反応するのではなく，情報から引き出される
意味に基づいて行為し，自らの行為にある意味を付与する。ある環境の
情報は，それを認識する人々によって複数の意味を持ちうる。人間は情
報の受動的な受け手ではなく，情報の能動的な探索者であるの
(3) 多国籍企業の組織は，その成員の思考の共通の思考前提となるさまざ
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まなメタフアーを共有し，その集合体としての企業ノξラダイムを持つ。
(4 ) 多国籍企業の環境適応ノξターンは，多様性への対応と環境認識サイク
ルの 2つの次元で類型化できる。多様性への対応の次元は連続的で漸進
的な移行が可能であるが，環境認識サイクルの次元は不連続であり，環
境認識サイクルの発展の過程は弁証法的で、ある。シングル・ループの環
境認識サイクルからダブ、ル・ループの環境認識サイクルへの移行には，
知識の獲得と利用の方法に関する「第二次的学習」が必要である。
(5 ) 全世界の親会社，子会社を含めた多国籍企業のシステムは，その環境
適応パターンに対応した「知識の獲得と利用の方法」をもっ。
(6 ) 多国籍企業は，環境適応パターンの移行についての環境適応戦略をも
つ。環境適応戦略は，組織内部の人々の観念として存在し，経営者の日
常の理論をもとにして創り出される。日常の理論は，パラダイムによっ
て正当化され，パラダイムにしたがって発展する。
(7) 客観的に同ーの環境の下でも，企業ノξラダイムの違いによって，それ
ぞれの企業に固有の環境適応戦略が開発される。企業の成果の高低は環
境適応戦略の違いから生まれるのではなく，戦略に適合した技術と組織
構造とプロセスを適切に開発した企業が高い成果を上げる。ある環境の
下で高い成果を上げる方法は一つに限らない。
(8) 多国籍企業の環境適応ノfターンは，価値活動ごとに異なったパターン
を描いて変化し，その変化が引き金となって，多国籍企業の企業ノξラダ
イムは変化していく。
(9) 組織内の政治的な過程によって，パラダイムの転換が困難な場合があ
る。企業の発展を支えてきた本業部門は，既存のパラダイムの創造発展
に直接関与しその変化を好まない。また，アメリカの多国籍企業の多
くは， CEO を中心とした実力者グループによって集権的なコントロー
ルが行われている。彼らも企業の過去の発展に関与しその原動力となっ
たパラダイムの創造に深く関与している。彼ら自身本業部門の出身であ
ることも多い。このために，彼らはしばしばパラダイムの変化に強く抵
多国籍企業の環境認識と環境適応 223 
抗する。パラダイムの変化は， CEOの交代とか， トップの自己否定，
企業内の不均衡の増幅等を契機とすることが多い。
(10) 組織構造の変化は，情報のチャネルを変化させる。しかし情報のチヤ
ネルを変化させただけで、は情報から引き出される意味は変化しない。組
織の意味決定のプロセスを変化させないで，組織構造の変化だけで環境
変化に対応することはできない。
(l) 既存のパラダイムの有効性を否定することは非常に難しい。既存ノξラ
ダイムの下でも，日常の理論は発展を続け企業は環境に適応してL、く。
既存のパラダイムの下での日常の理論の発展は，シングル・ループの環
境認識サイクルを発展させる。環境認識サイクルの変化は不連続で、あり，
シングル・ループの環境認識サイクルの発展がダフツレ・ルーフ。の環境認
識サイクルの発展を阻害するとL、う弁証法的な側面ももっ。
(12) 多国籍企業は，環境の変化に対して環境認識サイクルの変化よりも多
様性の増加でまず対応しようとする。多様性の増加は連続的で漸進的な
移行が可能だからである。それは一時的には成功を収めるが，長期的に
は組織過程の複雑化を招き，組織はコントロール不能に陥り成果も低下
する。既存のパラダイムの下での混乱の中から，ある事業活動分野での
突出した行動による環境適応パターンの変化を契機として，多国籍企業
システム全体での知識の獲得と利用の方法についての第二次的学習が起
こり，企業パラダイムが変化し，企業全体の環境認識と適応のパターン
が変化してくる。新たなパラダイムの下で，企業は新たな発展の段階を
迎える。
これらの仮説については，今後の調査研究によってその検証と発展を行
っていきたい。これらの仮説は，新しい多国籍企業モデルをさまざまな角
度から眺めたものである。このモデルの視点からは，パラダイムの弁証法
的な発展の下で，市場環境への適応と組織内の調整の最適化を図る多国籍
企業の姿が描かれる。
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